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自社における重要性

基本的な考え方

地球環境との共生
CSR重要課題4

ステークホルダーからの期待

「地球環境との共生」は、TDK環境憲章でも定めているようにグループ全体における重要な経営課題の一つと認識し
ています。持続可能な社会の発展に寄与するために、新たに「TDK環境ビジョン2035」を策定し、これに基づいた具体
的な活動の基本計画として「TDK環境・安全衛生活動2025」を策定し、実践していきます。また、製品貢献量算定の業
界基準策定を通じて、自社の環境貢献価値に対する社会の理解を促すことにも取り組んでいきます。

社会の持続可能な発展の実現に向けて、生産活

動に伴うCO2排出量削減や排水および廃棄物の

削減等、あらゆる事業活動の中で地球環境への

負荷を最大限削減するための活動をTDKグルー
プ全体で実行。

関連する環境法令の遵守はもとより、事業活動に

おける環境負荷の最小化と自然環境の保全・育成

などの基本的な活動に加え、製品・サービスを通

じたエネルギー消費量の削減への貢献、気候変動

への対策の実施。

重 要
テーマ

■ ライフサイクル視点での環境負荷の削減
■ 製品貢献量算定の枠組みづくり

2016年度の総括と今後に向けて
「TDK環境ビジョン2035」および「TDK環境・安全衛生活動2025」のスタートとなった2016年度は、TDKグループ
内への周知徹底に注力しました。企業ビジョンに基づいた環境ビジョンを提示することで、TDKグループの従業員
一人ひとりが深く考え、行動につなげていけるよう活動を広げています。また、今回の環境ビジョンはライフサイク

ル的視点を重視しているため、これまでスコープ外だった領域における活動の基盤整備を開始しました。今後、それ

ぞれの環境負荷をCO2換算し、環境ビジョンの理想目標を定量化するための準備を進めていきます。さらに、製品に

よるCO2削減貢献量の算定に関する電子部品業界共通の基準の設定にも引き続き取り組んでいきます。

グローバルにおけるKPI設定

グループ各社における、調査回答の実施、DRCコンフリクトフリー化推進
グループにおける、調査回答実態の把握結果に基づく、グループ共通KPI設定
業界団体と連携した、課題解決の推進

●  

●  

●  

●  

世界各地で鉱物調達を巡る人権問題が社会問題化しており、責任ある鉱物調達への関心が高まっています。特に、コンゴ民主共和国

および隣接国産の鉱物は、武装勢力の資金源となることがあり、紛争の助長や地域住民に対する人権侵害がいち早くクローズアップ

されてきました。TDKでは、米国金融規制改革法が成立した2010年より紛争鉱物対策を開始。2013年4月に、TDKグループの「紛争鉱
物」に関するポリシー※¹を制定し、グループ各社にて調査回答体制を構築して対応するとともに、OECDデュー・ディリジェンス・ガ
イダンスに沿った取り組みを行っています。さらに、紛争鉱物問題の解決には、サプライチェーン全体で取り組む必要があるとの認識

のもと、業界団体とも連携した取り組みを推進しています。
※1 TDKグループの「紛争鉱物」に関するポリシーは、WEBをご覧ください。 http://www.tdk.co.jp/csr/supplier_responsibility/csr02210.htm

TDKにおける取り組み

紛争鉱物調査の世界共通ツールである、CFSI※²の紛争鉱物報告テンプレート（CMRT※³）は、紛争鉱物データ交換規格（IPC-1755）
に準拠した内容となっています。TDKは、サプライチェーン全体におよぶ調査回答への影響を勘案し、JEITA「責任ある鉱物調達検討
会」※4の活動を通じて、IPC-1755規格策定、改定作業に参画しています。SEC規則解釈の明確化および製錬所情報のデータ交換上の
取り扱いを中心に、2014年より検討を開始し、2017年に改定しました。この規格改定への貢献が認められ、IPCより、「Distinguished 
Committee Service Award」を受賞しました。
※2 EICC（電子業界CSRアライアンス）とGeSI（グローバル・eサステナビリティ・イニチアティブ）が設けた紛争鉱物問題に取り組む組織
※3 CMRT：Conflict Minerals Reporting Template
※4 JEITA「責任ある鉱物調達検討会」の詳細は、WEBをご覧ください。　http://home.jeita.or.jp/mineral/

紛争鉱物データ交換規格改定作業に参画

JEITAでは弊事務所を通じて、紛争鉱物問題の解決を主導しているCFSIと連携を図っています。JEITAは、CFSI
発足の早期段階から参加していますが、日本企業の視点とともに、ほぼOEM企業で構成されるCFSIの中で、特に
サプライチェーンの中間に位置する企業の意見を共有し、負担が偏ることのないバランスのとれたソリューショ

ンの提案に注力しています。週単位で開催されるCFSI会議では、CMRT、IPCのデータ交換規格、企業の対応方法
などに関する議論が行われ、提案や要請を行う場合には迅速な対応が求められます。TDKからは、サプライヤー調
査の中心となる業界基準の作成において、技術面および実用面で、常にタイムリーなフィードバックをいただき、

IPCおよびCFSIの中で反映されています。EU規則の制定により活動が拡大される中、リーダーシップおよびコ
ミットメントの重要性はますます高まります。今後とも、TDKのような企業とともに、ステークホルダーと連携し
ながら人権問題の解決に向けて一丸となって取り組んでいきたいと思います。

一般社団法人
電子情報技術産業協会(JEITA)
ワシントンDC事務所　

アンダーセン和子氏

Comment

紛争鉱物への対応
責任ある鉱物調達への関心の高まりを踏まえ、川中企業として、課題解決に向けた取り組みをサプライチェーン全体で推進しています。

2016年度目標

取り組み内容

紛争鉱物への対応サプライチェーンにおける社会・環境配慮
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「TDK環境ビジョン2035」のもとで、新たに2025年までの
環境基本計画として策定したのが、「TDK環境・安全衛生
活動2025」です。「TDK環境・安全衛生活動2025」の活動
項目と目標値は、「TDK環境ビジョン2035」からのバック
キャスティングと「TDK環境活動2020」からの継続性およ
びフォアキャスティングを考慮して決定しています。現時点

では、7つの活動項目を設定していますが、将来的には、こ
れらの環境負荷をCO2換算で統合し、「TDK環境ビジョン
2035」の理想目標に向けた活動を展開していきます。
さらに、安全衛生についても、新たに活動項目と目標を明文

化し、安全で健康な職場環境の形成を実現していきます。

※「TDK環境・安全衛生活動2025」行動計画の詳細については、WEBをご覧ください。　
　http://www.tdk.co.jp/csr/environmental_responsibility/csr03200htm

TDKでは、社会の持続可能な発展を実現するためには、長期的な展望に基づいた環境活動が必要と考えています。2016年度より活動を
開始した「TDK環境ビジョン2035」では、調達から廃棄まで、ライフサイクル的視点での環境負荷全体を削減することを目標としています。

環境基本計画
「TDK環境・安全衛生活動2025」

TDK環境ビジョン2035の策定

ライフサイクル視点での環境負荷の削減

廃棄

使用

輸送

開発
・製造

調達

backcasting

forecasting

『TDK環境・安全衛生活動2025』

超長期環境ビジョン2035
自然の循環を乱さない環境負荷での操業を目指す
ライフサイクル的視点でのCO2排出原単位を

2035年までに半減

事業活動における環境負荷の最小化と
自然環境の（再）育成
お客様と社会に貢献する製品の提供
安全で健康な職場環境の形成

環境・安全衛生活動2025行動計画

TDK環境活動の変遷 「TDK環境活動2020」からの継続性

TDKグループは、第三次環境基本計画「TDK環境活動2020」で掲げて
いたカーボンニュートラルの目標を2014年度に前倒しで達成しまし
た。次の環境ビジョン策定に先立ち、2015年、TDKは創業100周年に
向けて企業ビジョン「Vision2035」を策定しました。Vision2035では、
「かけがえのない地球環境の再生・保護と、豊かで安心できる暮らしの

実現」に真正面から取り組むことで、社是「創造によって文化、産業に貢

献する」を着実に果たしていくことを掲げています。環境ビジョンは企業

ビジョンの一環であり、2035年におけるTDKの「あるべき姿」は、自然
の循環を乱さない環境負荷で操業することであると考え、「ライフサイク
ル的視点でのCO2排出原単位を2035年までに半減」することを「TDK
環境ビジョン2035」として策定しました。この環境ビジョンは、事業活
動における環境負荷の最小化と自然環境の育成や、お客様と社会に貢

献する製品の提供が企業の責務であるとの認識に基づくものです。ま

た、地球規模での温室効果ガス排出源と吸収源の均衡達成による地球

温暖化の抑制を目指したCOP21パリ協定にもならい、「あるべき姿」に
到達するために行動するTDKの理想でもあります。

創業100周年に向けて、地球環境の再生・
保護に取り組む

「TDK環境ビジョン2035」では、ライフサイクル的視点での環境負荷の削減を掲げています。従来の「TDK環境活動2020」で掲げてい
た、工場での製造段階や製品の使用段階にとどまらない取り組みです。そのため、TDKグループ全従業員が同じビジョンを共有し、目
標を持って取り組むことが重要であると考えています。

企業ビジョンで掲げる「地球環境の再生・保護」とは、自然循環の中での操業であり、これなくして持続可能な発展はありません。今

後、TDKグループのすべてが同じ「あるべき姿」を共有し、自主的に取り組んで行けるよう活動していきます。

ライフサイクル的視点での活動の広がり

環境ビジョン2035

TDK
環境ビジョン2035

～2035年
●  

●  

●  環境性能による
製品差別化の時代へ

TDK環境活動2020
環境成長戦略

2011年～2006年～2003年～

イメージ形成から
経営の根幹へ

TDK環境活動2015
環境経営実践

リスク管理／
循環型社会への対応へ

TDK環境活動2010
EMS強化

※算定手法について第三者レビューを受けました。第三者レビューの内容についてはWEBをご覧ください。
　http://www.tdk.co.jp/csr/csr_data/csr05900.htm

電子部品のめっきは、水に含まれる不純物などが原

因で、品質に影響を及ぼす可能性があることから、純

水を使用しています。TDK秋田株式会社岩城工場で
は、電子部品のめっきに使用する純水の製造時およ

び加熱時の熱源を燃料加熱方式からヒートポンプ式

電気加熱に変更し、温

度管理を容易にすると

ともに、CO2削減を実

現しました。2016年度
のCO2排出削減量は、

年間117トンでした。

電子機器の小型化・薄型化を目的としたSESUB（IC内蔵
基板）の製造工程で使用されており、薄加工したICを基板
へ埋め込むための実装機です。TDKは、コアテクノロジー
の一つである生産技術を応用し、生産現場が求めている

ニーズをもとに製品化しています。設置面積の小型化と省

エネルギー設計により、お

客様への設備搬入時およ

び設備稼働時の環境負荷

低減に貢献しています。環

境貢献量は、CO2換算で

289トンとなります。

純水製造の
熱源転換を実施

2016年度実績 2016年度実績

環境負荷低減に貢献する
ダイボンダー装置

設置されたヒートポンプ式
電気加熱設備

ダイボンダー装置

製品による
CO2排出削減量※

（環境貢献量）
167.5

万t-CO2

生産活動に伴う
CO2排出量※

（環境負荷量）

146.3
万t-CO2

4 地球環境との共生 ライフサイクル視点での環境負荷の削減
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株主総会
情報開示（報告・議案上程） 選任・解任、監督 選任・解任、監督 選任・解任、監督

会計監査人取締役会
取締役7名（うち社外3名）

監査役会
監査役5名（うち社外3名）

各部門・
各グループ会社

指名諮問委員会
委員長：社外取締役

報酬諮問委員会
委員長：社外取締役

情報開示諮問委員会

重要開示書類の審議、精査

取締役・執行役員報酬の審議

業務執行と経営方針の整合性、
経営効率の妥当性監査

取締役・監査役・執行役員の
指名に関する審議

業務執行に関する
方針・政策の審議

業務執行に関する
方針・政策の決定

諮問・
報告

重要案件の
付議・報告

経営の意思決定

業務執行

経営の監視

監査 報告

報告
報告

指示 報告

報告

連携

連携

監査

指示・監督

会計監査

選任・解任、監督

社長

経営会議

執行役員

経営監査グループ

  企業倫理徹底、CSR活動推進

 企業倫理・CSR委員会

監査役職務における補助
監査役室

危機管理委員会

不測事態での対策実施

ERM委員会

情報セキュリティ委員会

情報セキュリティ対策の実施

ERMの推進

コーポレート・ガバナンス

TDKは、2016年に、グループの持続的な成長および中長期的な企業
価値向上に資することを目的として、「TDKコーポレート・ガバナン
ス基本方針」※を制定しました。

その基本的な考え方は、次に掲げるとおりです（一部抜粋）。

（1）世界初の磁性材料フェライトの工業化を目的として1935年に
設立されたTDKの「創造によって文化、産業に貢献する」という創業
の精神に基づき、独創性をたゆまず追求し、新たな価値を創造した

製品・サービスを提供することを通じて、企業価値を高めていく。

（2）すべてのステークホルダー（株主、顧客、取引先、従業員、地域社会
等）の満足と信頼、支持を獲得するとともに、社会的課題を解決して社

会に役立つ存在であり続け、持続可能な社会の発展に貢献する。

（3）国の内外において、人権を尊重し、関係法令・国際ルールおよび
その精神を遵守し、高い倫理観をもって社会的責任を果たしていく

ことを「企業行動憲章」として明確に宣言し、「TDK企業倫理綱領」に
定められた行動基準に従って、TDKグループ全構成員は厳格に行動
する。

（4）社是の実践により、モノづくりを通じて経営目標の達成および
企業価値のさらなる向上を目指すとともに、社会の一員としての自

覚を常に意識した、健全な企業風土の醸成に努め、真摯に企業活動

を行う。

（5）ステークホルダーに対し網羅性・的確性・適時性・公平性をもっ
て情報開示を行うことにより、説明責任を果たす。

1. 監査役制度の採用と監視機能の強化
会社法に基づく監査役制度を採用するとともに、利害関係のない独

立した社外監査役（5名中3名）を招へいし、経営の監視機能を強化し
ます。 

2. 取締役会機能の強化及び責務の厳格化
取締役会を少人数構成とすることにより、迅速な経営の意思決定を

図るとともに、利害関係のない独立した社外取締役（3名）を招へい
し、経営の監督機能を強化します。また、取締役に対する株主の信任

機会を事業年度毎に確保するため、取締役の任期を1年とします。 

3. 執行役員制度の採用による迅速な業務執行
執行役員制度を採用し、取締役会における経営の意思決定及び取締

役の業務監督機能と業務執行機能を分離します。執行役員は業務執

行機能を担い、取締役会の決定した事項を実行することにより、経

営の意思決定に基づく業務執行を迅速に行います。 

4. 取締役会諮問機関の設置
取締役会の諮問機関として、企業倫理・CSR委員会、情報開示諮問委
員会、報酬諮問委員会、指名諮問委員会を設置しています。

コーポレート・ガバナンス体制図

基本的な考え方 コーポレート・ガバナンス体制

※「TDKコーポレート・ガバナンス基本方針」の全文は、WEBをご覧ください。 
　http://www.tdk.co.jp/ir/tdk_management_policy/governance/basic/

コーポレート・ガバナンスTDK CSR REPORT 2017

太陽光発電（屋上設置だけでなく、目隠し壁として垂直にも設置） 雪利用ピット（左：投入口、右：ピット内）

JEITA環境推進セミナーでの講演の様子

本荘工場東サイト

駐車場に設置したアーケードおよび融雪装置

TDKでは、新たな工場などの建物を建設する際には、環境に配慮した設計
や施工を行うよう、建築業者と協力しています。

最新鋭のモノづくり拠点として、2016年に竣工した秋田新工場は、エネ
ルギー効率の向上を目指した設計としています。具体的には、本荘工場東

サイトにおいて、秋田県の冬場の天候を活用し、積雪時の雪をピットに格

納して、熱交換器を介して冷熱回収の補助やたまった雨水をトイレ洗浄

水として活用しています。また、太陽光発電は、最大125kW。本荘工場東
サイト全体の照明電力量の最大70％をカバーできる能力があり、屋上に
設置したパネル角度の最適化を図るとともに、両面で発電可能なパネル

の採用により、冬場の積雪の影響の低減と、発電効率を向上させています。

さらに、従業員が働きやすい職場環境を意識した設計も行っています。一例としては、駐車場にアーケードや融雪装置を

設置して、風雪害を防止しています。なお、駐車場の融雪装置は、地中熱や工場排熱も利用するなど、最大限の環境配慮を

目指した工場づくりを行いました。

製品によるCO2排出削減貢献量（以下、製品貢献量）の拡大は「TDK環境ビジョン2035」および「TDK環境・安全衛生活動2025」における
重要な取り組みの一つです。TDKは、技術的取り組みの成果としてTDK製品による社会における貢献を訴求するため、前中長期計画である
「TDK環境活動2020」から製品貢献量を算定・公表してきました。同時に、中間部品である電子部品の貢献についての理解を得るための
周知活動と、貢献量実績が適切な評価を受けるためのよりどころとなる、算定手法についての合理性ある業界基準の策定に取り組んでい

ます。

2016年度は、9月にドイツのベルリンで開催された環境関連の国際学会「Electronics 
Goes Green 2016+」において、「電子部品のGHG排出抑制貢献量の算出方法（Methods 
to Calculate GHG Reduction Contributions of Electronic Components）」について
講演を行いました。この講演の内容は、後日、グループ企業EPCOSのメンバーからドイツの
業界団体へ紹介をしています。また、11月には「JEITA第3回 環境推進セミナー 温暖化防止
に貢献するIT・エレクトロニクス」において、電子部品業界を代表して「電子部品によるCO2

削減への貢献」について講演を行いました。

製品貢献量算定の枠組みづくり

最大限の環境配慮を目指した工場づくり

TDKにおける取り組み

業界共通の基準策定を通じて、自社の環境貢献価値に対する社会の理解を促すことに取り組んでいます。

4 地球環境との共生 製品貢献量算定の枠組みづくり
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